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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査の名称 承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

建設工事統計調査 H20.6.19 ○ 平成 19 年 11 月の日本標準産業分類の改定を

踏まえ、建設工事受注動態統計調査調査票乙に

おける民間等からの発注工事に係る発注者の業

種区分について、「鉱業、建設業」を「鉱業，砕

石業，砂利採取業，建設業」に、「運輸業」を「運

輸業，郵便業」に、「卸売・小売業」を「卸売業，

小売業」に、また、「金融・保険業」を「金融業，

保険業」に変更する。 

国土交通大臣
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２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.27358 

（旧 No.     ) 
H20.6.2 

環境投資等実態調査試験調査 

（環境投資等実態調査試験調査票） 
環境大臣 

No.27359 

（旧 No.25780) 
H20.6.4 

平成２０年高年齢者雇用実態調査 

（高年齢者雇用実態調査票） 
厚生労働大臣 

No.27360 

（旧 No.26122) 
H20.6.12 

受療行動調査 

（受療行動調査入院患者票） 
厚生労働大臣 

No.27361 

（旧 No.26123) 
H20.6.12 

受療行動調査 

（受療行動調査外来患者票） 
厚生労働大臣 

No.27362 

（旧 No.26164) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（保健師学校養成所入学状況調査票） 
厚生労働大臣 

No.27363 

（旧 No.26165) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（助産師学校養成所入学状況調査票） 
厚生労働大臣 

No.27364 

（旧 No.26166) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（３年課程看護師学校養成所入学状況調査票） 
厚生労働大臣 

No.27365 

（旧 No.26167) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（２年課程看護師学校養成所入学状況調査票） 
厚生労働大臣 

No.27366 

（旧 No.26168) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（准看護師学校養成所入学状況調査票） 
厚生労働大臣 

No.27367 

（旧 No.26169) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（看護師等学校入学状況調査票（看護大学・短期大学）） 
厚生労働大臣 

No.27368 

（旧 No.26170) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（保健師課程選択者調査票） 
厚生労働大臣 

No.27369 

（旧 No.26171) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（助産師課程選択者調査票） 
厚生労働大臣 

No.27370 

（旧 No.26172) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校入学状況調査

票） 

厚生労働大臣 

No.27371 

（旧 No.26173) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（保健師学校養成所卒業生就業状況調査票） 
厚生労働大臣 

No.27372 

（旧 No.26174) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（助産師学校養成所卒業生就業状況調査票） 
厚生労働大臣 

No.27373 

（旧 No.26175) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（３年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票） 
厚生労働大臣 

No.27374 

（旧 No.26176) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（２年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票） 
厚生労働大臣 

No.27375 

（旧 No.26177) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（准看護師学校養成所卒業生就業状況調査票） 
厚生労働大臣 
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No.27376 

（旧 No.26178) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（看護師等学校卒業生就業状況調査票（看護大学・短期大

学）） 

厚生労働大臣 

No.27377 

（旧 No.26179) 
H20.6.19 

看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

（高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校卒業生就業状

況調査票） 

厚生労働大臣 

No.27378 

（旧 No.26967) 
H20.6.19 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

（診療録情報（様式１）） 
厚生労働大臣 

No.27379 

（旧 No.26968) 
H20.6.19 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

（診療明細情報（Ｅファイル）） 
厚生労働大臣 

No.27380 

（旧 No.26969) 
H20.6.19 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

（行為明細情報（Ｆファイル）） 
厚生労働大臣 

No.27381 

（旧 No.26970) 
H20.6.19 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

（包括レセプト情報（Ｄファイル）） 
厚生労働大臣 

No.27382 

（旧 No.26971) 
H20.6.19 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

（医療保険診療以外のある症例調査票（様式４）） 
厚生労働大臣 

No.27383 

（旧 No.26972) 
H20.6.19 

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

（施設調査票（様式３）） 
厚生労働大臣 

No.27384 

（旧 No.25845) 
H20.6.19 

平成２０年派遣労働者実態調査 

（事業所票） 
厚生労働大臣 

No.27385 

（旧 No.25846) 
H20.6.19 

平成２０年派遣労働者実態調査 

（派遣労働者票） 
厚生労働大臣 

No.27386 

（旧 No.26974) 
H20.6.23 

環境にやさしい企業行動調査 

（環境にやさしい企業行動調査調査票） 
環境大臣 

No.27387 

（旧 No.26956) 
H20.6.25 

健康保険被保険者実態調査 

（健康保険被保険者実態調査調査票） 
厚生労働大臣 

No.27388 

（旧 No.26546) 
H20.6.25 

病院報告 

（病院報告（従事者票）） 
厚生労働大臣 

No.27389 

（旧 No.27069) 
H20.6.26 

就労条件総合調査 

（就労条件総合調査調査票） 
厚生労働大臣 

No.27390 

（旧 No.26864) 
H20.6.26 

食品ロス統計調査 

（食品循環資源の再生利用等実態調査票） 
農林水産大臣 
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３ 届出統計調査の受理 

 

（1） 新 規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

108013 H20.6.2 平成２０年度岩手県広域消費購買動向調査 岩手県知事 

108014 H20.6.2 平成２０年度広島県働く男女の雇用環境実態調査 広島県知事 

108015 H20.6.2 非正規雇用に関する実態調査 佐賀県知事 

108016 H20.6.5 保健師等活動領域調査 厚生労働大臣

108017 H20.6.9 平成２０年浜松市職種別民間給与実態特別調査 浜松市長 

108018 H20.6.18 東京都農作物生産状況調査 東京都知事 

108019 H20.6.18 北九州市立図書館のあり方に関するアンケート 北九州市長 

108020 H20.6.20 岡山県母子世帯等調査 岡山県知事 

108021 H20.6.27 平成２０年京都府職種別民間給与実態調査（特別調査） 京都府知事 

108022 H20.6.30 歯科疾患実態調査 新潟県知事 

 

（2） 変 更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

208021 H20.6.20 特産果樹生産動態等調査 農林水産大臣

208023 H20.6.30 被保護者全国一斉調査 厚生労働大臣

208024 H20.6.30 県政世論調査 島根県知事 

208025 H20.6.30 平成２０年度企業・事業所行動調査 岩手県知事 
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２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
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指定統計調査の承認 

【調査名】 建設工事統計調査 

【承認年月日】 平成２０年６月１９日 

【指定番号】 ８４ 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部 

【目 的】 建設工事及び建設業の実態を明らかし、建設行政等に必要な基礎資料を得る。 

【沿 革】 昭和３１年から、指定統計第８４号を作成するための調査として毎年及び毎月実施。調査開始から平

成１１年調査までは「建設工事施行統計調査」（年次調査）及び「公共土木工事着工統計調査」（月次

調査）の２本の調査により構成されていたが、このうち，「公共土木工事着工統計調査」については，

平成１２年調査以降、従来，承認統計調査としてそれぞれ別個に実施していた「民間土木工事着工調

査」及び「建設工事受注調査」（いずれも月次調査）の２本の調査と統合して「建設工事受注動態統計

調査」（月次調査）を創設し、現在に至っている。 

【調査の構成】 １－建設工事受注動態統計調査票甲（共通），２－建設工事受注動態統計調査票乙（大手建設業

者），３－建設工事施工統計調査票（１），４－建設工事施工統計調査票（２） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（統計センター委託・機械集計） （公表）「建設工事施行統計調査の調査結

果報告書」は調査実施年度末，「建設工事受注動態統計調査の調査結果報告者」の速報は調査実施

月の翌月末，確報は調査実施月の翌々月上旬頃に刊行するとともにＨＰでも公表 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－建設工事受注動態統計調査票甲（共通） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）前年の建設工事施行統計調査において，前々年度に施工

した建設工事の年間完成工事高が１億円以上であった建設業者から，都道府県別，完成工事高規模

別及び公共工事の元請完成工事高規模別に属化無作為抽出した建設業者。 （抽出枠）前年の建設

工事施工統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，０００／母５５８，０００ （配布）郵送・調査員・オ

ンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月の１日から末日ま

で （系統）〔大手指定建設業者〕国土交通省→報告者（郵送又はオンライン），〔大手指定建設
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業者以外〕国土交通省→都道府県→（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末日 

【調査事項】 １．企業等の概要（企業名，所在地，許可番号，経営組織，資本金・出資金），２．国内建設工

事の月間受注高，３．公共機関からの受注工事（工事名，施行場所，発注機関，目的別工事分類，

工事区分，工事種類，受注形式，請負契約額，特定建設工事共同企業体又は経常建設協同企業体に

より受注した工事の持分額，完成予定年月），４．民間等からの受注工事（工事名，施行場所，発

注者，工事種類，工事区分，請負契約額，完成予定年月）， 

※ 

【調査票名】 ２－建設工事受注動態統計調査票乙（大手建設業者） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）前年の建設工事施工統計調査において，前々年度に施工

した建設工事の年間完成工事高が１億円以上であった建設業者のうち年間完成工事高上位の４９

社。 （抽出枠）前年の建設工事施工統計調査 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４９／母５５８，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月１日から末日まで （系統）国土交通省→報告

者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）３１日 

【調査事項】 １．発注者別及び工事種類別の月間受注高，２．施工高及び未消化工事高（建築・土木），３．

都道府県別受注高， 

※ 

【調査票名】 ３－建設工事施工統計調査票（１） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）都道府県別，資本金階級別及び業種別に層化無作為抽出

した建設業許可業者。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１３，０００／母５５８，０００ （配布）郵送・調査員・

オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）決算期が３月３１日

である建設業者にあっては毎年３月３１日現在，その他のものにあっては毎年３月３１日前の直近

の決算期までの１年間 （系統）国土交通省→都道府県→（調査員）→報告者， 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）７月１日 

【調査事項】 １．企業名及び所在地，２．経営組織，３．資本金又は出資金，４．有形固定資産（土地を除

く），５．業態別工事種類，６．就業者数，７．国内建設工事の年間完成工事高，８．兼業売上

高，９．国内建設工事の年間受注高，１０．建設業の付加価値額， 

※ 

【調査票名】 ４－建設工事施工統計調査票（２） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）都道府県別，資本金階級別及び業種別に層化無作為抽出

した建設業許可業者。 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１３，０００／母５５８，０００ （配布）郵送・調査員・

オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）決算期が３月３１日

である建設業者にあっては毎年３月３１日現在，その他のものにあっては毎年３月３１日前の直近

の決算期までの１年間 （系統）国土交通省→都道府県→（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）７月１日 

【調査事項】 １．都道府県別、公共発注・民間発注別の元請完成工事高， 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 環境投資等実態調査試験調査 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境経済課 

【目 的】 「環境投資等実態調査」（以下「本格調査」という。）の創設に先立ち，調査事項の把握可能性，調

査票様式の適否，調査方法の適否及び調査票の回収状況等について検証を行い，本格調査の調査計画の

企画・立案のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－環境投資等実態調査試験調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－環境投資等実態調査試験調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年９月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５８ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）従業員５００人以上の企業に対し，従業者規模別・業種

別に抽出した企業 （抽出枠）総務省統計局「事業所・企業データベース」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２９１／母２，３９１ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）直近の会計年度 （系統）環境省→民間調査機関→

報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年７月３１日 

【調査事項】 １．会社の概要（会社名，本社所在地，業種区分，資本金，従業員数，年間売上高，全設備投資

総額，環境会計の導入の有無），２．公害防止について（大気汚染防止設備，水質汚濁防止設備，

土壌汚染防止設備及びその他公害防止関連設備への投資額），３．地球環境保全について（１）設

備投資額（省エネルギー設備，新エネルギー設備，その他の地球温暖化防止設備及びその他地球環

境保全のための設備への投資額），（２）費用額（温室効果ガス削減プロジェクト等への支出），

４．資源循環について（１）設備投資額（廃棄物等の再資源化・処理・処分，製品・商品等の回

収・再商品化・再資源化・処理・処分，資源の効率的利用のための設備投資額），（２）費用（廃
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棄物等の再資源化・処理・処分，製品・商品等の回収・再商品化・再資源化・処理・処分，資源の

効率的利用に要した費用），５．その他の環境保全活動について（１）設備投資額（環境負荷監視

等のための情報システム），（２）費用（環境関連の情報開示・広報，環境保全活動に関わる寄付

金等，緑地等の保全・維持管理，発生した汚染の浄化・生態系の修復等，環境保全に関わる補償に

要した費用） 
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【調査名】 平成２０年高年齢者雇用実態調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 現下における高齢者の雇用状況を把握するとともに，改正高年齢者雇用安定法施行後の事業所におけ

る実態を把握することにより，今後の高年齢者雇用対策・就業対策に資することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は，昭和４９年に第１回調査を実施し，６３年以降，４年周期で実施している。 

【調査の構成】 １－高年齢者雇用実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）結果概況公表（調査実施後１年以内），報告書（同年

１２月） （表章）全国 

【経 費】 ５，５４０千円 

※ 

【調査票名】 １－高年齢者雇用実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月４日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３５９ 調査票承認番号（旧）２５７８０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道

業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福

祉，教育，学習支援業，複合サービス事業及びサービス業（他に分類されないもの）に属する常用

労働者５人以上を雇用する民営事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９，７００／母１，７２０，０００ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年９月１日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報

部→調査対象者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２０年９月２０日 

【調査事項】 １．事業所の属性に関する事項，（１）事業所の常用労働者数，（２）事業所の形態，（３）企

業全体の常用労働者数，２．高齢者の雇用状況に関する事項，（１）５５歳以上の常用労働者数，

３．定年制の状況に関する事項，（１）定年制の有無，（２）一律制の定年年齢，４．定年制を定

めている事業所における過去１年間の高年齢者の退職状況に関する事項，（１）退職した常用労働
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者の有無，（２）５５歳以上で退職した常用労働者数，５．継続雇用制度に関する事項，（１）継

続雇用制度の有無，（２）継続雇用した労働者数，（３）継続雇用した労働者の雇用形態，（４）

継続雇用した労働者の雇用契約期間，（５）継続雇用した労働者の賃金，（６）継続雇用した労働

者の勤務形態，（７）定年到達者が希望した定年退職後の進路，自社の継続雇用制度により働くこ

とを希望しなかった理由，６．定年制を定めていない事業所における過去１年間の高年齢者の退職

の状況に関する制度，（１）退職した常用労働者の有無，５５歳以上で退職した常用労働者数，

７．６０歳以上労働者の雇用に関する特別措置の実施状況及び将来の予定，８．在職老齢年金需給

労働者の有無，受給労働者数，９．６０歳以上の雇用を拡大するために必要な公的援助の種類 



 - 19 -

【調査名】 受療行動調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 全国の医療施設を利用する患者について，受療の状況や受けた医療に対する満足度等を調査すること

により，患者の医療に対する認識や行動を明らかにし，今後の医療行政の基礎資料を得ることを目的と

して３年周期で実施する。 

【調査の構成】 １－受療行動調査入院患者票，２－受療行動調査外来患者票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）集計後速やかに公表 （表章）全国 

【経 費】 ２０２，４３３千円 

【備 考】 「患者調査」経費を含む 

※ 

【調査票名】 １－受療行動調査入院患者票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６０ 調査票承認番号（旧）２６１２２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）一般病院を利用する患者のうち入院患者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６７，４４８ （配布）調査員 （取集）併用 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→（保健所を設置する市・特別区）→保健

所→調査員→報告者（→厚生労働省へ一部郵送回収） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年１０月２１日～平成２０年１０月２３日 

【調査事項】 １．性別，２．生年月日，３．診療科の選択状況，４．病院を選ぶに当たり必要とした情報，

５．病院を選択する際の情報源，６．診療に関する情報の提示状況，７．病気に対する説明の状

況，８．今後の治療・療養の希望，９．在宅療養できる条件，１０．病院における受診の満足度，

１１．不満を感じたときの行動 

※ 

【調査票名】 ２－受療行動調査外来患者票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１２日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２１年１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６１ 調査票承認番号（旧）２６１２３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）一般病院を利用する患者のうち外来患者 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１０，５５６ （配布）調査員 （取集）併用 （記入）自

計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→（保健所を設置する市・特別区）→

保健所→調査員→報告者（→厚生労働省へ一部郵送回収） 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年１０月２１日～平成２０年１０月２３日 

【調査事項】 １，性別，２．生年月日，３．診療前の待ち時間，４．診察時間，５．診療科の選択状況，６．

病院を選ぶに当たり必要とした情報，７．病院を選択する際の情報源，８．診療に関する情報の提

示状況，９．病気に対する説明の状況，１０．重複受診を含む受療状況，１１．病院における受診

の満足度，１２．不満を感じたときの行動 
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【調査名】 看護師等学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調査 

【実施機関】 厚生労働省医政局看護課 

【目 的】 保健師，助産師，看護師及び准看護師学校養成所の入学状況並びに卒業生の就業状況等を把握し，看

護行政上の基礎資料として活用する。 

【調査の構成】 １－保健師学校養成所入学状況調査票，２－助産師学校養成所入学状況調査票，３－３年課程看

護師学校養成所入学状況調査票，４－２年課程看護師学校養成所入学状況調査票，５－准看護師学

校養成所入学状況調査票，６－看護師等学校入学状況調査票（看護大学・短期大学），７－保健師

課程選択者調査票，８－助産師課程選択者調査票，９－高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校

入学状況調査票，１０－保健師学校養成所卒業生就業状況調査票，１１－助産師学校養成所卒業生

就業状況調査票，１２－３年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票，１３－２年課程看護師

学校養成所卒業生就業状況調査票，１４－准看護師学校養成所卒業生就業状況調査票，１５－看護

師等学校卒業生就業状況調査票（看護大学・短期大学），１６－高等学校・高等学校専攻科５年一

貫教育校卒業生就業状況調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「看護師学校養成所入学状況及び卒業生就業状況調

査」（１０月頃） （表章）全国 

【経 費】 １３，７６３千円 

※ 

【調査票名】 １－保健師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６２ 調査票承認番号（旧）２６１６４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）保健師学校養成所（短期大学専攻科を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年４月入学現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，認可年月日，学校・養成所名，所在地，学校・養成所長名，電
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話，設置主体，募集の中止・廃止等，２．定員，応募者数，受験者数，合格者数，入学者数，３．

年齢別入学者数，４．一般教育学歴別入学者数，５．看護師教育歴別・助産師（保健師）教育歴別

入学者数 

※ 

【調査票名】 ２－助産師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６３ 調査票承認番号（旧）２６１６５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）助産師学校養成所（大学院及び短期大学専攻科を含

む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５４ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年４月入学現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，認可年月日，学校・養成所名，所在地，学校・養成所長名，電

話，設置主体，募集の中止・廃止等，２．定員，応募者数，受験者数，合格者数，入学者数，３．

年齢別入学者数，４．一般教育学歴別入学者数，５．看護師教育歴別・助産師（保健師）教育歴別

入学者数 

※ 

【調査票名】 ３－３年課程看護師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６４ 調査票承認番号（旧）２６１６６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護師学校養成所３年課程 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５１２ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年４月入学現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 
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【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，認可年月日，学校・養成所名，所在地，学校・養成所長名，電

話，設置主体，募集の中止・廃止等，２．定員，応募者数，受験者数，合格者数，入学者数，３．

年齢別入学者数，４．一般教育学歴別・准看護師業務歴別入学者数 

※ 

【調査票名】 ４－２年課程看護師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６５ 調査票承認番号（旧）２６１６７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護師学校養成所（短期大学及び高等学校専攻科を含

む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２５９ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年４月入学現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，認可年月日，学校・養成所名，所在地，学校・養成所長名，電

話，設置主体，募集の中止・廃止等，２．定員，応募者数，受験者数，合格者数，入学者数，３．

年齢別入学者数，４．一般教育学歴別・准看護師業務歴別入学者数 

※ 

【調査票名】 ５－准看護師学校養成所入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６６ 調査票承認番号（旧）２６１６８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）准看護師学校養成所（高等学校衛生看護科を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８０ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年４月入学現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，認可年月日，学校・養成所名，所在地，学校・養成所長名，電
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話，設置主体，募集の中止・廃止等，２．定員，応募者数，受験者数，合格者数，入学者数，３．

年齢別入学者数 

※ 

【調査票名】 ６－看護師等学校入学状況調査票（看護大学・短期大学） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６７ 調査票承認番号（旧）２６１６９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護大学・短期大学 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９５ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年４月入学現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，認可年月日，学校・養成所名，所在地，学校・養成所長名，電

話，設置主体，募集の中止・廃止等，２．定員，応募者数，受験者数，合格者数，入学者数，３．

年齢別入学者数，４．一般教育学歴別入学者数，５．専門学歴別入学者数，看護業務歴別入学者数 

※ 

【調査票名】 ７－保健師課程選択者調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６８ 調査票承認番号（旧）２６１７０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護大学 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１５７ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年４月入学現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．募集の中止・廃止等，２．選択者数，年齢別保健師（助産師）課程選択者数，一般教育学歴

別保健師（助産師）課程選択者数，専門学歴別入学者数，看護業務歴別入学者数 

※ 



 - 25 -

【調査票名】 ８－助産師課程選択者調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３６９ 調査票承認番号（旧）２６１７１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護大学 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９６ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年４月入学現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．募集の中止・廃止等，２．選択者数，年齢別保健師（助産師）課程選択者数，一般教育学歴

別保健師（助産師）課程選択者数，専門学歴別入学者数，看護業務歴別入学者数 

※ 

【調査票名】 ９－高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校入学状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７０ 調査票承認番号（旧）２６１７２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）高等学校、高等学校専攻科一貫教育校 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年４月入学現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校・養成所指定年月日，認可年月日，学校・養成所名，所在地，学校・養成所長名，電

話，設置主体，募集の中止・廃止等，２．定員，応募者数，受験者数，合格者数，入学者数，３．

年齢別入学者数，４．一般教育学歴別・准看護師業務歴別入学者数 

※ 

【調査票名】 １０－保健師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７１ 調査票承認番号（旧）２６１７３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）保健師学校養成所（短期大学専攻科を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３８ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年３月卒業１ヶ月後現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校名・養成所名，募集の中止・廃止等，２．卒業者数，卒業者の内訳（職種・進学等の

別・就業者都道府県別），卒業者数（入学から卒業に至るまでの変動），進学先等 

※ 

【調査票名】 １１－助産師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７２ 調査票承認番号（旧）２６１７４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）助産師学校養成所（大学院及び短期大学専攻科を含

む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５０ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年３月卒業１ヶ月後現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校名・養成所名，募集の中止・廃止等，２．卒業者数，卒業者の内訳（職種・進学等の

別・就業者都道府県別），卒業者数（入学から卒業に至るまでの変動），進学先等 

※ 

【調査票名】 １２－３年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７３ 調査票承認番号（旧）２６１７５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護師学校養成所３年課程 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５０３ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 
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（把握時）毎年３月卒業１ヵ月後現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校名・養成所名，募集の中止・廃止等，２．卒業者数，卒業者の内訳（職種・進学等の

別・就業者都道府県別），卒業者数（入学から卒業に至るまでの変動），進学先等 

※ 

【調査票名】 １３－２年課程看護師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７４ 調査票承認番号（旧）２６１７６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護師学校養成所（短期大学及び高等学校専攻科を含

む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３０９ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年３月卒業１ヶ月後現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校名・養成所名，募集の中止・廃止等，２．卒業者数，卒業者の内訳（職種・進学等の

別・就業者都道府県別），卒業者数（入学から卒業に至るまでの変動），進学先等 

※ 

【調査票名】 １４－准看護師学校養成所卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７５ 調査票承認番号（旧）２６１７７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）准看護師学校養成所（高等学校衛生看護科を含む。） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８５ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年３月卒業１ヶ月後現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校名・養成所名，募集の中止・廃止等，２．卒業者数，卒業者の内訳（職種・進学等の
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別・就業者都道府県別），卒業者数（入学から卒業に至るまでの変動），進学先等 

※ 

【調査票名】 １５－看護師等学校卒業生就業状況調査票（看護大学・短期大学） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７６ 調査票承認番号（旧）２６１７８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）看護大学・短期大学 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１７３ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年３月卒業１ヵ月後現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校名・養成所名，募集の中止・廃止等，２．卒業者数，卒業者の内訳（職種・進学等の

別・就業者都道府県別），卒業者数（入学から卒業に至るまでの変動），進学先等 

※ 

【調査票名】 １６－高等学校・高等学校専攻科５年一貫教育校卒業生就業状況調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７７ 調査票承認番号（旧）２６１７９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）学校 （属性）高等学校・高等学校専攻科一貫教育校 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６６ （配布）オンライン （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）毎年３月卒業１ヵ月後現在 （系統）厚生労働省→地方厚生局→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月上旬 

【調査事項】 １．学校名・養成所名，募集の中止・廃止等，２．卒業者数，卒業者の内訳（職種・進学等の

別・就業者都道府県別），卒業者数（入学から卒業に至るまでの変動），進学先等 
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【調査名】 ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課 

【目 的】 ＤＰＣ導入の影響評価を行うために，中央社会保険医療協議会及び診療報酬調査専門組織ＤＰＣ評価

分科会における議論に基づき定められた，「ＤＰＣ導入の影響評価項目及び評価の視点」に従ったＤＰ

Ｃ導入の影響評価のための調査を実施し，診療内容はどのように変化したか，医療機関の機能はどのよ

うに変化したか等について必要なデータを収集し，今後のＤＰＣ見直しのための資料とするため。 

【調査の構成】 １－診療録情報（様式１），２－診療明細情報（Ｅファイル），３－行為明細情報（Ｆファイ

ル），４－包括レセプト情報（Ｄファイル），５－医療保険診療以外のある症例調査票（様式

４），６－施設調査票（様式３） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査報告」（集計終了

後） （表章）全国 

【経 費】 ５８６，０８５千円 

※ 

【調査票名】 １－診療録情報（様式１） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７８ 調査票承認番号（旧）２６９６７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１８ ７１０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）７月から１２月 （実施期日）翌月２５日 

【調査事項】 平成２０年７月から１２月までの退院患者に係る診療録情報，１．病院属性等（病院の識別情

報，患者がもっとも医療資源を投入された傷病名を診療した診療科の識別情報等），２．データ属

性等（患者を識別する番号，性別，生年月日），３．入退院情報（入院中の主な診療目的，入退院

年月日，予定入院・緊急入院の別，退院後の診療の有無等，前回の入退院の履歴等），４．診療情

報（主たる傷病の名，入院の契機となった傷病の名，医療資源の投入の多い順に第１，第２順位の
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傷病の名，入院時の併存症の名，入院中に発生した傷病の名），５．手術情報（手術名，手術回

数，手術日，麻酔の有無・種類），６．診療情報（妊娠の有無，疾患のある新生児の出生児体重・

妊娠週数，入院時の意識障害の程度．入退院時の日常生活動作能力の程度，がんの初発・再発の別

及び分類，脊椎麻痺患者入院時の重症度，呼吸困難・心不全の程度，急性心筋梗塞・急性膵炎等の

重症度，外来受診から緊急検査・処置等までの時間，予定外再手術・ＩＣＵ緊急入室・再入室の有

無，入院時生体情報（最高血圧，呼吸回数），外傷の種類・重症度，化学療法の有無等） 

※ 

【調査票名】 ２－診療明細情報（Ｅファイル） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３７９ 調査票承認番号（旧）２６９６８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１８ ７１０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 １．病院・データ属性（病院の識別情報，患者を識別する番号，２．入退院情報（入退院年月

日），３．診療明細（順序番号，診療行為の名称，診療行為の点数（手技料＋行為薬剤料＋行為材

料料），行為薬剤料，行為材料料，行為回数，保険者番号，実施年月日，診療科区分，病棟区分，

入院外来の別） 

※ 

【調査票名】 ３－行為明細情報（Ｆファイル） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８０ 調査票承認番号（旧）２６９６９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１８ ７１０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 １．病院・データ属性（病院の識別情報，患者を識別する番号，２．入退院情報（入退院年月

日），３．行為明細（順序番号，行為明細番号，診療明細の名称，使用量，基準単位，行為明細点

数，行為明細薬剤料，行為明細材料料，出来高実績点数，出来高・包括識別情報） 

※ 

【調査票名】 ４－包括レセプト情報（Ｄファイル） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８１ 調査票承認番号（旧）２６９７０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１８ ７１０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 １．病院・データ属性（病院の識別情報，患者を識別する番号），２．入退院情報（入退院年月

日），３．包括診療明細（順序番号，診療行為名称，行為点数，行為薬剤料，行為材料料，行為回

数，保険者番号，実施年月日，診療科区分，病棟区分，入院外来の別，分類番号，医療機関係数） 

※ 

【調査票名】 ５－医療保険診療以外のある症例調査票（様式４） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８２ 調査票承認番号（旧）２６９７１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１８ ７１０ （配布）しない（データレイアウトを提示） （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）７月から１２月 （実施期日）翌月２５日 

【調査事項】 １．病院・データ属性（病院の識別情報，患者を識別する番号），２．入退院情報（入退院年月

日），３．医療保険外との組み合わせ（医療保険の使用の有無，他の制度との併用状況等） 

※ 

【調査票名】 ６－施設調査票（様式３） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８３ 調査票承認番号（旧）２６９７２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）ＤＰＣ対象病院及びＤＰＣ準備病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７１８ ７１０ （配布）オンライン （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者 

【周期・期日】 （周期）４月から１２月 （実施期日）翌月２５日（ただし４月から６月分は７月２５日にま

とめて提出） 

【調査事項】 １．病院属性（病院の識別情報），２．病床数（総病床数，医療保険届出病床数，介護保険届出

病床数，その他の病床数），３．種類別病床数（一般病棟，療養病棟の入院基本料対象別，救命救

急入院料，小児入院医療等の対象別），４．入院基本料加算等の算定状況（入院時医学管理加算

（１日につき），救急医療加算・乳幼児救急医療加算（１日につき），離島加算（１日につき）

等） 
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【調査名】 平成２０年派遣労働者実態調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部雇用統計課 

【目 的】 産業構造が変化し，就業形態が多様化する中，労働者派遣法が改正され派遣労働は原則自由化となっ

たことにより，派遣労働者はさらに増加し，派遣労働へのニーズや派遣労働者の状況も変化している。

このため，派遣先事業所の雇用の変化や派遣労働者への対応状況を把握するとともに，派遣労働者の就

業の経歴や意識，賃金等の就業条件，教育訓練等の労働の実態を把握し，今後の派遣制度の在り方を検

討するための基礎資料とすることを目的とする。 

【沿 革】 本調査は，平成１６年３月に改正労働者派遣法が施行されたことに伴い，事業所及び労働者に与える

影響への実態把握が必要であることから，平成１６年９月に第１回調査を実施し，今回が２回目の調査

となる。 

【調査の構成】 １－事業所票，２－派遣労働者票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）結果概況（調査実施後１年以内），結果報告書作成 

（表章）全国 

【経 費】 ５０，３０３千円 

※ 

【調査票名】 １－事業所票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８４ 調査票承認番号（旧）２５８４５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道

業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福

祉，教育，学習支援業，複合サービス事業及びサービス業（他に分類されないもの）に属する常用

労働者５人以上を雇用する民営事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１６，０００／母１，７１０，０００ （配布）郵送 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労働省大臣官房

統計情報部→都道府県労働局→公共職業安定所→統計調査員→調査対象事業所 
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【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２０年１０月１日～１０月３１日 

【調査事項】 １．事業所の属性，２．派遣労働者の就業の有無，３．派遣労働者を就業させる主な理由，４．

派遣労働者を受け入れない主な理由，５．就業している派遣労働者の業務，６．派遣労働者数，

７．派遣労働者数の変化，８．派遣労働者の契約期間，９．選任している派遣先責任者の人数，１

０．派遣労働者に対する教育訓練・能力開発の実施の有無，内容，１１．労働者派遣契約の中途解

除の有無，理由，１２．派遣労働者からの苦情，１３．派遣労働者の正社員登用制度の有無及び実

績，１４．紹介予定派遣制度の利用状況，１５．請負労働者の状況，１６．今後３年間の労働者比

率 

※ 

【調査票名】 ２－派遣労働者票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月１９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８５ 調査票承認番号（旧）２５８４６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）鉱業，建設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，

情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊業，医療，福祉，教

育，学習支援業，複合サービス業及びサービス業（他に分類されないもの）に属する常用労働者５

人以上を雇用する民営事業所に就業している派遣労働者 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計

調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１９，０００／母１，３３０，０００ （配布）調査員 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統

計情報部→都道府県労働局→公共職業安定所→統計調査員→派遣労働者調査対象事業所→調査対象

派遣労働者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成２０年１０月１日～平成２０年１１月２０日 

【調査事項】 １．個人の属性，２．派遣就業に関する状況，３．現在の派遣就業に関する状況，４．労働条

件，５．苦情申出，６．派遣元への要望の有無，内容，７．派遣先への要望の有無，内容，８．紹

介予定派遣の周知状況，利用希望の有無，９．働き方についての将来の希望 
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【調査名】 環境にやさしい企業行動調査 

【実施機関】 環境省総合環境政策局環境経済課 

【目 的】 企業における環境配慮に関する取組や意識について把握することにより，企業における環境配慮の取

組を促進するための施策を検討・実施するための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，平成３年度から毎年度実施されていたが，環境省では，意識調査に該当するものであり，

統計報告調整法（昭和２７年法律第１４８号）に定める統計報告の徴集には該当しない調査であると認

識し，承認申請を行わずに実施していた。しかしながら，意識に係る事項以外に，企業における取組な

どの実態についても把握しているため，当方から，本調査は，統計報告の徴集に該当するものであるこ

とを指摘し，調査実施について所要の手続きを得るよう指導を行い，平成１７年度調査以降は承認統計

調査として実施されているものである。 

【調査の構成】 １－環境にやさしい企業行動調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年１２月）

環境省ＨＰ上でも公表 （表章）全国 

【経 費】 ６，８８９千円 

※ 

【調査票名】 １－環境にやさしい企業行動調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１０月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８６ 調査票承認番号（旧）２６９７４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）東京，大阪及び名古屋証券取引所１部及び２部上場企業

並びに従業員５００人以上の非上場企業・団体（但し，学校法人，宗教法人，一部の組合（企業組

合，商工組合等）は対象外） （抽出枠）「ＣＯＳＭＯＳ２（企業概要ファイル）」株式会社帝国

データバンク 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６，６８０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）毎年３月３１日現在 （系統）環境省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）７月１日～７月２５日 
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【調査事項】 １．組織の概要，２．環境に関する取組状況等について，３．環境マネジメントシステム等の監

査，認証等について，４．子会社，取引先との関係について，５．環境会計について，６．環境に

関する情報開示，コミュニケーションについて，７．環境ビジネスについて，８．地球温暖化防止

対策について，９．生物多様性の保全について， 
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【調査名】 健康保険被保険者実態調査 

【実施機関】 厚生労働省保険局調査課 

【目 的】 健康保険の被保険者の年齢，標準報酬月額，標準賞与額，その所属している事業所の業態，規模及び

被扶養者の年齢，続柄，異動の状況等を調査し，制度運営のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本統計調査は，昭和４１年に開始され，以後毎年実施されて現在に至っている。 

【調査の構成】 １－健康保険被保険者実態調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「健康保険被保険者実態調査報告」（平成２１年１２

月） （表章）全国 

【経 費】 １，６２６千円 

※ 

【調査票名】 １－健康保険被保険者実態調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月２５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８７ 調査票承認番号（旧）２６９５６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）組合 （属性）健康保険組合 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２０年１０月１日現在 （系統）厚生労働省→地方厚生（支）局→健康保険組

合 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月末日 

【調査事項】 １．適用区分（強制，任意，任意継続，特例退職の別），２．被保険者の所属する事業所に関す

る事項（都道府県番号，業態番号，事業所の被保険者数），３．被保険者に関する事項（性別，生

年月，被保険者等の区分，資格取得時期，標準報酬月額，標準賞与額，介護保険（該当・適用除

外），基準収入額適用申請（該当・不該当），加入者の異動元の保険制度，脱退者の異動先の保険

制度），４．被扶養者に関する事項（性別，生年月，続柄，扶養開始時期，介護保険（該当・適用

除外） 
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【調査名】 病院報告 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 全国の病院，療養病床を有する診療所における患者の利用状況及び病院の従事者の状況を把握して，

医療行政の基礎資料を得る。 

【沿 革】 この種の病院実態に関する報告は，明治１９年内務報告例により初めて徴され，昭和１３年からは厚

生省報告例により徴されてきた。昭和２８年からは医療法施行規則の改正に合せて病院報告として独立

し，今日に至る。 

 なお，昭和４８年末からは従前医療施設調査において把握していた病院における従事者の調査に関す

る部分を，本報告の体系に含めて徴集することとなった。 

【調査の構成】 １－病院報告（従事者票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「医療施設調査・病院報告」（調査年の翌年の９月

末） （表章）全国 

【経 費】 ４８，６７５千円 

【備 考】 衛生統計調査費 

※ 

【調査票名】 １－病院報告（従事者票） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月２５日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８８ 調査票承認番号（旧）２６５４６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）病院 （属性）全国の病院 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，９００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）１０月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→（保健所を設置する

市・特別区）→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）各年１０月２０日 

【調査事項】 １．病院名，２．所在地，３．職種別（医師・歯科医師・薬剤師・保健師等）の従事者数等 
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【調査名】 就労条件総合調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 主要産業における企業の賃金制度，労働時間制度，労働費用，福祉施設・制度，退職給付制度及び定

年制等の基本的事項をローテーションにより調査し，その実態を総合的に明らかにすることを目的とす

る。 

【沿 革】 昭和４１年から実施されていた「賃金労働時間制度総合調査」と昭和４７年から実施されていた「労

働者福祉施設制度等調査」を統合し，同５９年から実施した「賃金労働時間制度等総合調査」を前身と

する調査であり，平成１２年度に名称を変更して現在に至っている。この間，平成９年まで実施してい

た退職金制度・支給実態調査の廃止に伴い同１５年に退職金制度・支給実態を調査内容に含め，同１７

年には雇用管理調査の廃止に伴い定年制等についても把握するものとなった。 

【調査の構成】 １－就労条件総合調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）結果概況（調査実施後１年以内），結果報告書 （表

章）全国 

【経 費】 ３３，１２５千円 

※ 

【調査票名】 １－就労条件総合調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月２６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３８９ 調査票承認番号（旧）２７０６９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉱業、採石業，砂利採取業，建設業，製造業，電気・ガ

ス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業．郵便業，卸売業，小売業，金融業，保険業，不動産

業，物品賃貸業，学術研究，専門・技術サービス業，宿泊業，飲食サービス業，生活関連サービス

業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。），教育，学習支援業，

医療，福祉，サービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）に属し，常用労働者３０

人以上の民営企業。 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，２００ （配布）民間調査機関 （取集）民間調査機関 
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（記入）自計 （把握時）平成２１年１月１日現在，年間については平成２０年１年間（又は平成

１９会計年度）について行う。 （系統）（調査票の配布）厚生労働省（民間調査機関）→報告者 

（調査票の提出）報告者→厚生労働省（民間調査機関） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年１月３１日 

【調査事項】 １．企業の属性に関する事項，（１）企業の名称，（２）本社の所在地，（３）企業の主な生産

品の名称又は事業の内容，（４）企業の常用労働者数，（５）労働組合の有無，（６）従事する労

働者がいる業務，２．労働時間制度に関する事項，（１）所定労働時間（時間数，適用労働者

数），（２）週休制（制度の形態，適用労働者数），（３）年間休日総数（日数，適用労働者

数），（４）年次有給休暇（取得資格のある労働者数，付与日数，取得日数等），（５）変形労働

時間制（制度の形態，適用労働者数），（６）みなし労働時間制（制度の形態，適用労働者数

等），３．賃金制度に関する事項，（１）基本給（管理職・管理職以外別の基本給の名称，賃金票

の有無，基本給の決定要素等），（２）賞与（支給の有無，賞与額の決定要素），４．資産形成に

関する事項，（１）貯蓄制度（制度の有無，財産形成貯蓄制度等の契約労働者数，契約金融機関

数），（２）持家援助制度（制度の有無，最高融資限度額，最長返済期間等），（３）持株援助制

度及びストックオプション制度（制度の有無），（４）社内保険援助制度（制度の有無，保険料の

企業負担割合），（５）定年退職者への援助制度（制度の有無），５．定年制等に関する事項，

（１）定年制（制度の有無，制度の内容），（２）定年後の措置（勤務延長制度等の有無，制度の

利用希望状況，制度の対象者の範囲等），（３）６５歳以上の人が働くことができる仕組み（仕組

みの有無等） 
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【調査名】 食品ロス統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 食品産業における食品廃棄物等の発生量，再生利用等の状況を明らかにし，「食品循環資源の再生利

用等の促進に関する法律」に基づく施策を推進するための資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－食品循環資源の再生利用等実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）結果概要（平成２１年１月下旬目途），報告書の刊行

（同年５月目途） （表章）全国 

【経 費】 １７，００２千円 

【備 考】 食品循環資源の再生利用等実態調査費 

※ 

【調査票名】 １－食品循環資源の再生利用等実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年６月２６日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７３９０ 調査票承認番号（旧）２６８６４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）食品製造業，食品卸売業，食品小売業及び外食産業を

営む事業所 （抽出枠）総務省「平成１８年 事業所・企業統計調査」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，１０２／母１，０４２，３３７ （配布）併用 （取集）

郵送，調査員，ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）平成１９年４月～平成２０年３月 

（系統）農林水産本省→統計・情報センター→（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）８月１５日～１０月１５日 

【調査事項】 １．食品廃棄物等の発生の有無，２．食品廃棄物等の年間発生量及び再生利用等の量，３．再生

利用した食品廃棄物等の用途別の割合，４．食品廃棄物等の発生抑制の取組の有無，５．食品廃棄

物等の発生抑制量 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
 
 
 
 
 
 
 



 - 45 -

（１） 新 規 

【調査名】 平成２０年度岩手県広域消費購買動向調査 

【実施機関】 岩手県 

【目 的】 県内一円にわたる商業集積の変化と住民の消費購買の関係，動向を把握し，県や市町村，商工団体等

が実施する地域商業活性化施策に反映させるとともに，地域消費者のよりよい買物環境づくりのための

基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－お買物調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）平成２１年３月 岩手県のＨＰに掲載 （表章）都道

府県 

【経 費】 ８００千円 

※ 

【調査票名】 １－お買物調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１３ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）県下全域 （単位）世帯 （属性）公立小学校５年生世帯（対象世帯数が５０世帯以下

の市町村については，４年生世帯を補足） （抽出枠）学校一覧（平成１９年度・岩手県教育委員

会） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１２，７１０／母４９９，２０７ （配布）小学校経由 （取

集）小学校経由 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）岩手県→市町村→小学校→報告

者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）６月３０日 

【調査事項】 １．居住地区について，２．買物をする地域と購入品目，３．買物をする店舗の形態，立地場

所，４．通信販売の利用状況について，５．店舗選択理由， 
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【調査名】 平成２０年度広島県働く男女の雇用環境実態調査 

【実施機関】 広島県 

【目 的】 広島県内企業における雇用環境の整備状況等の実態を把握し，効果的な行政施策を行うための基礎資

料とする。 

【調査の構成】 １－事業主調査票，２－男性従業員調査票，３－女性従業員調査票，４－パートタイム従業員調

査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）平成２１年２月末までに取りまとめ，公表 （表章）

都道府県 

【経 費】 １，２００千円 

※ 

【調査票名】 １－事業主調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１４ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）広島県内全域 （単位）事業所 （属性）事業所，企業統計調査において調査対象とさ

れ，かつ，常用労働者数１０人以上の県内の本所事業所（単独事業所を含む） （抽出枠）平成１

８年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母１０，１９０ （配布）郵送 （取集）郵送・

ファクシミリ装置 （記入）自計 （把握時）平成２０年６月１日現在 （系統）広島県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年６月２７日 

【調査事項】 １．事業所について，２．従業員の雇用状況について，３．雇用管理について，４．管理職への

登用について，５．セクシュアルハラスメントについて，６．育児休業制度について，７．介護休

業制度について，８．女性の能力発揮について，９．仕事と家庭の両立について，１０．パートタ

イム労働者について，１１．行政への要望について 

※ 

【調査票名】 ２－男性従業員調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２日 



 - 47 -

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１４ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）広島県内全域 （単位）個人 （属性）事業所・企業統計調査において調査対象とさ

れ，かつ，常用労働者数１０人以上の県内の本所事業所（単独事業所を含む）に勤務する男性従業

員 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送・ファクシミリ装置 

（記入）自計 （把握時）平成２０年６月１日現在 （系統）広島県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年６月２７日 

【調査事項】 １．勤務している事業所と回答者自身について，２．管理職の登用について，３．セクシュアル

ハラスメントについて，４．育児休業制度について，５．介護休業制度について，６．女性の能力

発揮について，７．仕事と家庭の両立について，８．行政への要望について 

※ 

【調査票名】 ３－女性従業員調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１４ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）広島県内全域 （単位）個人 （属性）事業所・企業統計調査において調査対象とさ

れ，かつ，常用労働者数１０人以上の県内の本所事業所（単独事業所を含む）に勤務する女性従業

員 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送・ファクシミリ装置 

（記入）自計 （把握時）平成２０年６月１日現在 （系統）広島県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年６月２７日 

【調査事項】 １．勤務している事業所と回答者自身について，２．就業意識について，３．管理職への登用に

ついて，４．セクシュアルハラスメントについて，５．育児休業制度について，６．介護休業制度

について，７．女性の能力発揮について，８．仕事と家庭の両立について，９．行政への要望につ

いて 

※ 

【調査票名】 ４－パートタイム従業員調査票 
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【受理年月日】 平成２０年６月２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１４ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）広島県内全域 （単位）個人 （属性）事業所・企業統計調査において調査対象とさ

れ，かつ，常用労働者数１０人以上の県内の本所事業所（単独事業所を含む）に勤務するパートタ

イム労働者 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００ （配布）郵送 （取集）郵送・ファクシミリ装置 

（記入）自計 （把握時）平成２０年６月１日現在 （系統）広島県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年６月２７日 

【調査事項】 １．勤務している事業所と回答者自身について，２．就業状況・就業意識について，３．セクシ

ュアルハラスメントについて，４．育児休業制度について，５．介護休業制度について，６．女性

の能力発揮について，７．仕事と家庭の両立について，８．行政への要望について 
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【調査名】 非正規雇用に関する実態調査 

【実施機関】 佐賀県 

【目 的】 佐賀県内における非正規雇用の実態把握のため，県内事業所における（１）従業員の雇用形態，

（２）非正社員の処遇，（３）正社員化に向けた取組みについて調査する。 

【調査の構成】 １－非正規雇用に関する実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「報告書」（平成２０年９月） （表章）都道府県 

【経 費】 ３００千円 

※ 

【調査票名】 １－非正規雇用に関する実態調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１５ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）佐賀県内 （単位）事業所 （属性）「鉱業」，「建設業」，「製造業」，「電気・ガ

ス・熱供給・水道業」，「情報通信業」，「運輸業」，「卸売・小売業」，「金融・保険業」，

「不動産業」，「飲食店，宿泊業」，「医療，福祉」，「教育，学習支援業」，「複合サービス事

業」，「サービス業（他に分類されないもの）」に属する従業者規模（常雇）が５人以上の民営事

業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査 調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，７８２ （配布）郵送 （取集）郵送・ファクシミリ装置 

（記入）自計 （把握時）平成２０年６月１日現在 （系統）佐賀県←（郵送）→調査客体 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年６月１日～６月１６日 

【調査事項】 １．事業所の従業員数，２．非正社員を雇用している主な理由，３．非正社員の処遇（賃金や評

価等）について正社員の処遇を考慮して決定しているか否か，４．非正社員の処遇について，

（１）パート・アルバイトの処遇について，（２）その他の処遇について，５．新入社員のための

研修や教育訓練を除き，能力開発に関する制度や仕組みがあるか否か，その種類，６．能力開発に

取り組みやすくするための解決すべき課題の種類，７．非正社員の正社員への転換制度の導入の有

無，８．非正社員の正社員への転換実績の有無，９．非正社員の正社員への転換の際の候補者とな

るための条件，１０．正社員としての中途採用の決定で重視する点，１１．パートタイム労働者の
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雇用管理の見直しの有無 
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【調査名】 保健師等活動領域調査 

【実施機関】 厚生労働省健康局総務課 

【目 的】 近年の少子高齢化，地域住民のニーズの多様化に対応するため，保健・医療・福祉の連携が図られて

いるところであり，保健師等の活動領域も従来の保健分野に限らず医療や福祉分野，加えて医療制度改

革に伴い，さらに広がりをみせていることから，その実態を的確に把握し，今後の保健師等活動に関す

る様々な施策を検討・実施するための基礎データとすることを目的として実施するものである。 

【調査の構成】 １－都道府県常勤保健師調査回答用紙（様式１－１），２－保健所設置市・特別区常勤保健師用

調査回答用紙（様式２－１），３－市町村常勤保健師用調査回答用紙（様式３－１），４－都道府

県給与等人件費会計別常勤保健師数（様式１－４），５－保健所設置市・特別区給与等人件費会計

別常勤保健師数（様式２－４），６－市町村給与等人件費会計別常勤保健師数（３－４），７－特

定健診・特定保健指導に携わる保健師等の活動体制に関する調査（様式４），８－都道府県常勤助

産師等用調査回答用紙（様式１－２），９－保健所設置市・特別区常勤助産師等用調査回答用紙

（様式２－２），１０－市町村常勤助産師等用調査回答用紙（様式３－２），１１－都道府県非常

勤職員用地域保健事業に従事した非常勤職員（様式１－３），１２－保健所設置市・特別区非常勤

職員用地域保健事業に従事した非常勤職員（様式２－３），１３－市町村非常勤職員用地域保健事

業に従事した非常勤職員（様式３－３） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「保健師等活動領域調査結果」 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－都道府県常勤保健師調査回答用紙（様式１－１） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→都道府県（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 常勤保健師についての １．再任用か否かの別，２．所属区分，３．職位 
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※ 

【調査票名】 ２－保健所設置市・特別区常勤保健師用調査回答用紙（様式２－１） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保健所を設置する市・特別区 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （把握時）調査日現在 （系統）厚

生労働省→保健所を設置する市・特別区（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 常勤保健師についての １．再任用か否かの別，２．所属区分，３．職位 

※ 

【調査票名】 ３－市町村常勤保健師用調査回答用紙（様式３－１） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→都道府県→市町村（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 常勤保健師についての １．再任用か否かの別，２．所属区分，３．職位 

※ 

【調査票名】 ４－都道府県給与等人件費会計別常勤保健師数（様式１－４） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→都道府県（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 
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【調査事項】 常勤保健師についての給与等人件費会計別の人数 

※ 

【調査票名】 ５－保健所設置市・特別区給与等人件費会計別常勤保健師数（様式２－４） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保健所を設置する市・特別区 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→保健所を設置する市・特別区（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 常勤保健師についての給与等人件費会計別の人数 

※ 

【調査票名】 ６－市町村給与等人件費会計別常勤保健師数（３－４） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→都道府県→市町村（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 常勤の保健師についての給与等人件費会計別の人数 

※ 

【調査票名】 ７－特定健診・特定保健指導に携わる保健師等の活動体制に関する調査（様式４） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村，特別区 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→市町村・特別区（報告者） 
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【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 常勤の保健師，非常勤の保健師，助産師，看護師，准看護師についての特定健診・特定保健指導

に関わる配置人数 

※ 

【調査票名】 ８－都道府県常勤助産師等用調査回答用紙（様式１－２） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→都道府県（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 常勤の助産師，看護師，准看護師についての １．再任用か否かの別，２．所属区分，３．職位 

※ 

【調査票名】 ９－保健所設置市・特別区常勤助産師等用調査回答用紙（様式２－２） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保健所を設置する市・特別区 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→保健所を設置する市・特別区（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 常勤の助産師，看護師，准看護師についての １．再任用か否かの別，２．所属区分，３．職位 

※ 

【調査票名】 １０－市町村常勤助産師等用調査回答用紙（様式３－２） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 
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【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→都道府県→市町村（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 常勤の助産師，看護師，准看護師についての １．再任用か否かの別，２．所属区分，３．職位 

※ 

【調査票名】 １１－都道府県非常勤職員用地域保健事業に従事した非常勤職員（様式１－３） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→都道府県（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 非常勤の保健師，助産師，看護師，准看護師についての活動時間から換算した延べ人数 

※ 

【調査票名】 １２－保健所設置市・特別区非常勤職員用地域保健事業に従事した非常勤職員（様式２－３） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）保健所を設置する市・特別区 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→保健所を設置する市・特別区（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 非常勤の保健師，助産師，看護師，准看護師についての活動時間から換算した延べ人数 

※ 

【調査票名】 １３－市町村非常勤職員用地域保健事業に従事した非常勤職員（様式３－３） 

【受理年月日】 平成２０年６月５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１６ 受理番号（旧） 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市町村 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）郵送・オンライン （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現

在 （系統）厚生労働省→都道府県→市町村（報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月中（平成２０年６月２３日） 

【調査事項】 非常勤の保健師，助産師，看護師，准看護師についての活動時間から換算した延べ人数 
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【調査名】 平成２０年浜松市職種別民間給与実態特別調査 

【実施機関】 浜松市 

【目 的】 人事院及び都道府県市特別区人事委員会と共同で実施している「職種別民間給与実態調査」の対象と

していない小規模な市内民間事業所の給与実態について調査を行い，人事委員会業務の参考とする。 

【調査の構成】 １－事業所票（１），２－事業所票（２），３－個人票，４－初任給調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）平成２０年９月下旬公表 （表章）市区町村 

【経 費】 １００千円 

※ 

【調査票名】 １－事業所票（１） 

【受理年月日】 平成２０年６月９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）浜松市内全域 （単位）事業所 （属性）市内の民間事業所で，企業規模５０人未満

で，かつ，事業所規模３０人以上の事業所 （抽出枠）「２００８年版 静岡県会社要覧」を利用

した名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０／母１３８ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

他計 （把握時）平成１９年８月～平成２０年７月 （系統）浜松市人事委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月１９日～平成２０年７月３１日 

【調査事項】 １．事業所名，２．賞与及び臨時給与の支払状況（平成１９年８月～平成２０年７月），３．き

まって支給する給与の支払状況（賞与及び臨時給与が支給された月並びに平成２０年４月分） 

※ 

【調査票名】 ２－事業所票（２） 

【受理年月日】 平成２０年６月９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）浜松市内全域 （単位）事業所 （属性）市内の民間事業所で，企業規模５０人未満

で，かつ，事業所規模３０人以上の事業所 （抽出枠）「２００８年版 静岡県会社要覧」を利用

した名簿 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０／母１３８ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

他計 （把握時）調査日現在 （系統）浜松市人事委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月１９日～平成２０年７月３１日 

【調査事項】 １．事業所名，２．本年の給与改定の状況（事務・技術関係職種），３．平成１９年冬季賞与の

支給状況（事務・技術関係職種），４．給与の地域格差に関する状況，５．家族手当の支給状況，

６．住宅手当の支給状況，７．通勤手当の支給状況，８．単身赴任者に対する手当の支給状況，

９．雇用調整の状況等 

※ 

【調査票名】 ３－個人票 

【受理年月日】 平成２０年６月９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）浜松市内全域 （単位）事業所 （属性）市内の民間事業所で，企業規模５０人未満

で，かつ事業所規模３０人以上の事業所 （抽出枠）「２００８年版 静岡県会社要覧」を利用し

た名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０／母１３８ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

他計 （把握時）調査日現在 （系統）浜松市人事委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月１９日～平成２０年７月３１日 

【調査事項】 １．事業所名，２．職種番号，３．該当従業員数，４．満年齢，５．学歴，６．性別，７．平成

２０年４月分の「きまって支給する給与総額」並びに「うち時間外手当額」及び「うち通勤手当

額」 

※ 

【調査票名】 ４－初任給調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１７ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）浜松市内全域 （単位）事業所 （属性）市内の民間事業所で，企業規模５０人未満

で，かつ，事業所規模３０人以上の事業所 （抽出枠）「２００８年版 静岡県会社要覧」を利用
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した名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５０／母１３８ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

他計 （把握時）調査日現在 （系統）浜松市人事委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年６月１９日～平成２０年７月３１日 

【調査事項】 １．事業所名，２．新規学卒（事務・技術）の採用の有無（初任給額の変更を含む），３．採用

形態，４．職種別，学歴別，採用者数，５．職種別，学歴別，初任給月額 
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【調査名】 東京都農作物生産状況調査 

【実施機関】 東京都 

【目 的】 農業行政に必要な農作物の基礎的な数値を整備する。 

【調査の構成】 １－東京都農作物生産状況調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）毎年３月冊子にて公表 （表章）都道府県 

【経 費】 ２３，０００千円 

【備 考】 集計は東京都農業会議に委託 

※ 

【調査票名】 １－東京都農作物生産状況調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月１９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１８ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）東京都下全域 （単位）農家 （抽出枠）区市町村が備える農家基本台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１３，７００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）調査実施前年の１月１日～１２月３１日 （系統）東京都→東京都農業会議→区市町村・農業

委員会→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月３１日まで 

【調査事項】 １．作付面積，２．収穫量（野菜，果樹，穀類，工芸作物）又は出荷量（花き，植木） 
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【調査名】 北九州市立図書館のあり方に関するアンケート 

【実施機関】 北九州市 

【目 的】 北九州市内に在住する２０歳以上の市民（３０００人）を対象に，北九州市立図書館のあり方につい

ての市民ニーズを把握するため，アンケート調査を実施する。 

【調査の構成】 １－北九州市立図書館のあり方に関するアンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）（民間委託・機械集計） （公表）平成２０年８月頃（図書館協議会において） （表

章）市区町村 

【経 費】 １，５００千円 

※ 

【調査票名】 １－北九州市立図書館のあり方に関するアンケート調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０１９ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）北九州市内 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母９８５，０４６ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）北九州市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年７月５日まで 

【調査事項】 １．読書の月単位冊数（概数），２．読書の手段，３．北九州市立図書館の利用登録の有無，

４．この１年間で図書館に行ったことがあるか，５．利用頻度の高い図書館，施設，６．５での回

答の図書館を利用する理由，７．５での回答の図書館までの主な利用交通機関，８．５での回答の

図書館までの移動時間，９．５での回答の図書館の利用頻度，１０．５での回答の図書館での平均

滞在時間，１１．５での回答の図書館を利用する日，時間帯，１２．５での回答の図書館へ行く目

的，１３．利用する図書の種類，１４．５で回答した図書館の印象，１５．本を読まない，図書館

に行かない理由，１６．現在の図書館の配置状況の感想，１７．北九州市立図書館の改善点，１

８．北九州市立図書館実施の行事の認知の有無 



 - 62 -

【調査名】 岡山県母子世帯等調査 

【実施機関】 岡山県 

【目 的】 母子家庭，父子家庭，父母のいない児童のいる世帯及び寡婦の生活の実態を把握し，今後の福祉施策

推進の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－岡山県母子世帯等調査票（母子・父子世帯用），２－岡山県母子世帯等調査票（養育者世帯

用），３－岡山県母子世帯等調査票（寡婦世帯用） 

【集計・公表】 （集計）（機械集計） （公表）「ひとり親家庭等自立促進計画（仮称）」（平成２１年度末） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ２，０００千円 

【備 考】 集計機関は未定（他調査と併せて実施） 

※ 

【調査票名】 １－岡山県母子世帯等調査票（母子・父子世帯用） 

【受理年月日】 平成２０年６月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０２０ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岡山県下全域 （単位）世帯 （属性）母子・父子家庭 （抽出枠）児童扶養手当受給

者台帳等 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，７００ （配布）窓口配布 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２０年７月１日現在 （系統）岡山県→市町村→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年７月３１日 

【調査事項】 １．世帯の状況，２．住居の状況，３．仕事と収入，４．子どもの状況，５．福祉関係の公的制

度について，６．困っていることについて，７．相談相手について 

※ 

【調査票名】 ２－岡山県母子世帯等調査票（養育者世帯用） 

【受理年月日】 平成２０年６月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０２０ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岡山県下全域 （単位）世帯 （属性）養育者 （抽出枠）児童扶養手当受給者台帳等 
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【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，７００ （配布）窓口配布 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２０年７月１日現在 （系統）岡山県→市町村→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年７月３１日 

【調査事項】 １．世帯の状況，２．住居の状況，３．仕事と収入，４．子どもの状況，５．福祉関係の公的制

度について，６．困っていることについて，７．相談相手について 

※ 

【調査票名】 ３－岡山県母子世帯等調査票（寡婦世帯用） 

【受理年月日】 平成２０年６月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０２０ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）岡山県下全域 （単位）世帯 （属性）寡婦世帯 （抽出枠）児童扶養手当受給者台帳

等 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３００ （配布）窓口配布 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成２０年７月１日現在 （系統）岡山県→市町村→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年７月３１日 

【調査事項】 １．世帯の状況，２．住居の状況，３．仕事と収入，４．福祉関係の公的制度について，５．困

っていることについて，７．相談相手について 
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【調査名】 平成２０年京都府職種別民間給与実態調査（特別調査） 

【実施機関】 京都府 

【目 的】 地域の民間給与水準をより反映した給与制度構築に向けての検討資料とする。 

【調査の構成】 １－平成２０年京都府職種別民間給与実態調査（特別調査）個人票，２－平成２０年京都府職種

別民間給与実態調査（特別調査）調査対象者数確認票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）原則非公表 （表章）市区町村 

【経 費】 ２５０千円 

※ 

【調査票名】 １－平成２０年京都府職種別民間給与実態調査（特別調査）個人票 

【受理年月日】 平成２０年６月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０２１ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）京都市を除く京都府内 （単位）事業所 （属性）平成２０年４月分の最終給与締切日

現在において企業規模５０人以上で，かつ，事業所規模５０人以上の事業所 （抽出枠）平成２０

年職種別民間給与実態調査「管理名簿」 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１５／母２６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２０年４月分最終給与締切日現在 （系統）京都府人事委員会事務局→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年８月２０日～１０月３１日 

【調査事項】 １．職種，２．年齢，３．学歴，４．性別，５．きまって支給する給与総額，６．時間外手当

額，７．通勤手当額 

※ 

【調査票名】 ２－平成２０年京都府職種別民間給与実態調査（特別調査）調査対象者数確認票 

【受理年月日】 平成２０年６月２７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０２１ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）京都市を除く京都府内 （単位）事業所 （属性）平成２０年４月分の最終給与締切日

現在において企業規模５０人以上で，かつ，事業所規模５０人以上の事業所 （抽出枠）平成２０

年職種別民間給与実態調査「管理名簿」 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１５／母２６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２０年４月分最終給与締切日現在 （系統）京都府人事委員会事務局→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年８月２０日～１０月３１日 

【調査事項】 １．事業所の常勤の従業員総数，２．調査指定職種別従業員数 
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【調査名】 歯科疾患実態調査 

【実施機関】 新潟県福祉保健部健康対策課 

【目 的】 歯科疾患の状況を分析し，地域における効果的な歯科保健対策を実施するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－歯科保健実態調査票，２－歯科疾患状況調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）冊子にて公表（年度末） （表章）都道府県 

【経 費】 ６７６千円 

※ 

【調査票名】 １－歯科保健実態調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０２２ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）新潟県下全域 （単位）学校 （属性）保育所，幼稚園，小学校，中学校，中等教育学

校（前期課程），特別支援学校（幼稚部，小学校，中学部） （抽出枠）保育所現況一覧表，学校

要覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，７８６ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン・ファクシミ

リ装置 （記入）自計 （把握時）４月１日～３月３１日 （系統）新潟県→市町村→報告者→新

潟県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月末日まで 

【調査事項】 １．フッ化物（フッ素）洗口の実施状況，２．歯科保健教育，歯科健康診断等の実施状況 

※ 

【調査票名】 ２－歯科疾患状況調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８０２２ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）新潟県下全域 （単位）学校 （属性）保育所，幼稚園，小学校，中学校，中等教育学

校，高等学校，特別支援学校 （抽出枠）保育所現況一覧表，学校要覧 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９２８ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン・ファクシミ

リ装置 （記入）自計 （把握時）４月１日～３月３１日 （系統）新潟県→市町村→報告者→新
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潟県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年８月末日まで 

【調査事項】 １．定期歯科健康診断の実施状況，２．定期歯科健康診断の結果 
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（２） 変 更 

【調査名】 特産果樹生産動態等調査 

【実施機関】 農林水産省生産局 

【目 的】 各都道府県において生産される多様な果樹について，品目，品種及び系統ごとの栽培面積，収穫量，

出荷量，加工利用等の推移を明らかにし，産地の育成，近代的な生産出荷体制の確立，消費ニーズを踏

まえた果実の安定供給，消費者への情報提供等，産地の状況に応じたきめ細やかな果樹行政を推進して

いく上で必要不可欠な基礎的資料を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－果樹品種別生産動向調査票，２－特産果樹生産出荷実績調査票，３－わい性台りんご苗普及

実績調査票，４－ぶどう用途別仕向実績調査票，５－うめ用途別仕向実績調査票，６－干し柿生産

出荷実績調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（毎年３月） （表章）都道府県 

【備 考】 集計：生産局園芸課及び地方農政局において分散集計 経費：事務処理経費 

※ 

【調査票名】 １－果樹品種別生産動向調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２１ 受理番号（旧）１０２０４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県庁果樹担当主管課 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７／母４７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）毎年８月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→都府県， 

農林水産省→北海道・沖縄県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月３０日 

【調査事項】 栽培面積 

※ 

【調査票名】 ２－特産果樹生産出荷実績調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２１ 受理番号（旧）１０２０４８ 
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【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県庁果樹担当主管課 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７／母４７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）８月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→都府県， 農林

水産省→北海道・沖縄県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月３０日 

【調査事項】 １．栽培面積，２．収穫量，３．出荷量，４．主要産地名 

※ 

【調査票名】 ３－わい性台りんご苗普及実績調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２１ 受理番号（旧）１０２０４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県庁果樹担当主管課 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７／母４７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）８月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→都府県， 農林

水産省→北海道・沖縄県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月３０日 

【調査事項】 １．普及面積 

※ 

【調査票名】 ４－ぶどう用途別仕向実績調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２１ 受理番号（旧）１０２０４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県庁果樹担当主管課 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７／母４７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）８月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→都府県， 農林

水産省→北海道・沖縄県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月３０日 

【調査事項】 １．栽培面積，２．収穫量，３．用途別仕向量 
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※ 

【調査票名】 ５－うめ用途別仕向実績調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２１ 受理番号（旧）１０２０４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府庁県果樹担当主管課 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７／母４７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）８月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→都府県， 農林

水産省→北海道・沖縄県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月３０日 

【調査事項】 １．収穫量，２．用途別仕向量 

※ 

【調査票名】 ６－干し柿生産出荷実績調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２１ 受理番号（旧）１０２０４８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県庁果樹担当主管課 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４７／母４７ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）８月１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→都府県， 農林

水産省→北海道・沖縄県 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月３０日 

【調査事項】 １．仕向量及び生産量，２．出荷量，３．主要産地名 
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【調査名】 被保護者全国一斉調査 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局保護課 

【目 的】 生活保護法による保護を受けている世帯の保護の受給状況を把握し，生活保護制度及び厚生労働行政

の企画運営に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－被保護者全国一斉調査基礎調査票，２－被保護者全国一斉調査個別調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「被保護者全国一斉調査結果」（毎年６月

目処） （表章）全国 

【経 費】 ６，８４４千円 

※ 

【調査票名】 １－被保護者全国一斉調査基礎調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２３ 受理番号（旧）２０７０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）福祉事務所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，２００ （配布）郵送・電子メール （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成２０年７月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→福

祉事務所 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１９年９月 

【調査事項】 １．被保護世帯人員（級地・単身者世帯―２人以上世帯・性・年齢階級別），２．被保護世帯数

（世帯人員・級地・扶助の種類別），３．勤労控除適用世帯数・件数（勤労控除の状況・級地

別），４．年金等受給世帯数・件数（年金等の需給状況・級地別），５（１）教育扶助受給人員

（小学校・中学校別），（２）高等学校等就学費受給人員，６．加算受給世帯数・件数（級地・加

算等の状況別），７．借家・借間世帯数（級地・住居の状況，実際家賃・間代階級別），８．被保

護外国人世帯数（世帯人員・世帯類型・世帯主の国籍別），９（１）６５歳以上介護扶助受給者数

（要介護度・在宅―施設・介護サービスの種類別），（２）６５歳未満介護扶助受給者数（要介護

度・在宅―施設・介護サービスの種類別），１０．保護廃止世帯における世帯類型，保護開始年

月，廃止理由別 
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※ 

【調査票名】 ２－被保護者全国一斉調査個別調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２３ 受理番号（旧）２０７０２６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）福祉事務所 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，２００ （配布）郵送・電子メール （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成２０年７月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都

市・中核市→福祉事務所 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年９月１０日～ 

【調査事項】 １．世帯の状況，（１）受給開始年月，（２）保護歴の有無，（３）保護の決定状況，（４）扶

助の種類，（５）扶養義務者等の状況，２．世帯員の状況，（１）性別，（２）年齢，（３）世帯

主との続柄，（４）入所（入院）等状況，（５）就労の状況，（６）就労開始年月，（７）就労収

入月額，（８）基礎控除月額，（９）障害・傷病の状況，（１０）加算等の状況，（１１）年金の

受給状況，（１２）年金月額 
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【調査名】 県政世論調査 

【実施機関】 島根県政策企画局広聴広報課 

【目 的】 島根県民の意識を把握し，今後の県政推進のための基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－県政世論調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（１２月上旬） （表

章）都道府県 

【経 費】 ２，６５７千円 

※ 

【調査票名】 １－県政世論調査調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２４ 受理番号（旧）２０７０３３ 

【調査対象】 （地域）島根県全域 （単位）個人 （属性）満２０歳以上の男女個人 （抽出枠）選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母５９５，０３０ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）島根県→委託先（株）エブリプラン→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）７月１日～７月３１日 

【調査事項】 １．県民の生活意識，２．県の広聴広報活動，３．竹島問題，４．がん対策，５．県の政策・施

策，６．日常の生活意識 
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【調査名】 平成２０年度企業・事業所行動調査 

【実施機関】 岩手県 

【目 的】 企業や事業所の活動や行動に関し，その実態や質的変化を把握し，この調査結果を今後の政策評価や

施策の企画・立案に活用する。 

【調査の構成】 １－平成２０年度企業・事業所行動調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）１０月に公表 （表章）都道府県 

【経 費】 ８００千円 

※ 

【調査票名】 １－平成２０年度企業・事業所行動調査調査票 

【受理年月日】 平成２０年６月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８０２５ 受理番号（旧）１０６０６６ 

【調査対象】 （地域）岩手県全域 （単位）事業所 （属性）岩手県内に所在する従業者１０人以上の民営事

業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）１，０００／母１２，３３４ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）岩手県→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成２０年８月４日 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．企業間・産業間ネットワークの形成に関して，３．留学生の雇用に関し

て，４．雇用環境の改善に関して，５．従業者の子育て支援に関して，６．少子・高齢化への対応

に関して，７．地域で行う子育て支援サービスへの対応に関して，８．人にやさしいまちづくりに

関して，９．障害者自立支援に関して，１０．職場環境に関して，１１．防災体制の充実に関し

て，１２．犯罪防止に関して，１３．交通安全対策の推進に関して，１４．企業の社会貢献活動に

関して，１５．地球環境保全への対応に関して，１６．男女共同参画に関して， 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(4) (4) (4) (4) (16)

83 59 81 67 58 71 97 18 25 35 11 4 6 8 623

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 6 5 3 6 3 6 2 1 97

(3) (4) (4) (5) (4) (20)

105 77 91 72 63 76 103 23 28 41 14 10 8 9 720

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 112 8 12 8 3 10 6 22 501

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 162 35 33 30 14 23 15 26 601

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 274 43 45 38 17 33 21 48 1102

2 2 0 0 0 1 1 6

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (4) (32)

22 10 16 13 14 35 40 11 8 6 2 3 9 4 193

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (4) (33)

23 11 18 13 15 35 40 11 8 6 2 3 9 4 198

(1) (1) (1) (1) (1) (5)

102 106 101 108 142 139 184 6 23 7 6 14 14 9 961

308 298 312 278 193 216 241 51 41 44 44 50 39 39 2154

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 10 2 2 2 2 4 27

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

380 355 321 358 299 355 321 82 70 41 66 90 46 58 2842

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

688 661 635 643 502 576 575 136 114 87 113 141 89 97 5057

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 290 56 90 53 37 56 70 25 3004

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 86 24 17 17 29 6 17 15 666

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 4 211

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 2 34

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (1) (2) (116)

143 182 226 154 80 91 85 32 25 24 13 17 14 43 1129

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (124)

711 730 767 621 532 512 469 116 135 95 82 80 105 89 5044

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 101 24 5 26 2 27 24 25 1020

11 1 7 11 27 4 10 71

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 73 11 9 15 11 3 3 3 574

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (28) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (3) (210)

309 249 272 212 186 166 170 21 9 13 14 9 15 16 1661

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (29) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (3) (235)

579 462 490 394 395 306 344 67 24 61 38 66 46 54 3326

(30) (49) (22) (27) (9) (18) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 244 45 55 30 11 38 43 12 1590

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (15) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 101 20 15 34 28 54 15 36 1375

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (33) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 345 65 70 64 39 92 58 48 2965

(4) (12) (14) (11) (11) (8) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (1) (68)

2 1 4 11 1 1 1 2 2 25

65 116 168 122 122 65 93 6 16 10 26 16 24 16 865

30 52 84 61 61 29 49 3 8 5 13 8 9 8 420

2591 2532 2533 2328 2118 2173 2345 469 449 400 312 440 353 361 19404

2621 2584 2617 2389 2179 2202 2394 472 457 405 325 448 362 369 19824

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名
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年（月） 備　考

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

(4)

1 1 3 1

1 1

(4)

1 1 1 1 3 1

1 3 2 8

7 1 8 4

1 7 4 10 12

(4)

1 1

(4)

1 1

(1)

7 (1) 1 8

2 3 2 1 4 1 5 2 15 9 7

(1)

16 9 13 9 2 18 2 1 23

(1)

18 12 15 1 4 10 7 20 17 10 30

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成20年

小 計

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

国 税 庁

小 計

平成19年

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

4

2

1

(2)

2 7 5 8 8 7 3 6 1

(2)

2 7 5 8 8 3 7 7 6 1

1 1 19 1 32

8 1 1

2 1 3

(1) (5)

1 2 1 2 8 3 1

(1)

2 1 3 3 21 8 8 1 5 36

4 2 8 1

10 2 5 2 2 1 2

10 2 5 2 2 5 4 8 1

(1)

2 2

2 2 11

1 1 8

31 31 23 19 22 34 34 27 49 39 48 33

31 32 23 20 22 34 34 27 49 47 48 33

平成20年

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名

平成19年
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

新 規 58 54 43 39 32 27 11 5 8 8 4 4 8 6 307

変 更 69 72 99 108 88 79 103 15 23 29 15 30 30 19 779

中 止 6 3 7 11 9 1 2 1 1 5 5 3 54

新 規 358 282 367 354 355 389 386 75 63 67 72 80 63 64 2975

変 更 329 299 199 140 177 210 218 88 29 74 62 54 87 35 2001

中 止 4 4 8 2 15 16 39 10 4 4 7 4 24 6 147

新 規 105 82 85 124 139 127 130 26 28 240 371 30 38 39 1564

変 更 131 65 55 49 61 114 93 24 24 16 12 14 15 10 683

中 止 1 1 5 2 12 1 3 2 1 0 28

新 規 2 6 2 1 0 11

変 更 10 9 10 16 16 9 5 2 2 1 1 3 84

中 止 2 3 1 1 2 1 1 0 11

新 規 523 424 495 517 528 543 528 106 99 315 447 114 109 109 4857

変 更 539 445 363 313 342 412 419 127 78 121 90 98 133 67 3547

中 止 13 4 14 11 31 19 62 12 10 6 10 10 29 9 240

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県

年（月）

実施機関名
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

新 規 1 1 2 1

国 変 更 2 1 3 2 1 2 1 1 2

中 止

新 規 7 11 12 6 4 2 3 3 2 7

変 更 5 5 3 7 3 1 2 6 1 2 2

中 止 1 1 1 2

新 規 6 13 5 4 1 1 1 2

市 変 更 2 1 1 4 1 2

中 止

新 規

変 更 1

中 止

新 規 7 17 26 11 8 3 4 2 5 2 10

変 更 8 7 4 8 7 7 4 4 7 2 2 4

中 止 1 1 1 2

平成20年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成19年年（月）

実施機関名

82


